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新しい「授乳・離乳の支援ガイド」について

厚生労働省 母子保健課

田中 早苗

1．背景

「授乳・離乳の支援ガイド」は、妊産婦や子どもに関わる保健医療従事者が基本的事項を共有

し、支援を進めていくことができるよう、平成 19 年 3 月に作成され、自治体や医療機関等で活用

されてきました。

作成から約 10 年が経過するなかで、科学的知見の集積、育児環境や就業状況の変化、母子保健

施策の充実、災害の発生等、母子を取り巻く社会環境等の変化がみられたことから、本ガイドの

内容を検証し、改定することになりました。

改定にあたっては、昨年 11 月から「授乳・離乳の支援ガイド」改定に関する研究会を開催し、

医師、歯科医師、助産師、保健師、管理栄養士等が参画して、それぞれの専門領域から集約され

る知見に基づき検討を行い、今年 3 月に研究会において改定されました。

2．「授乳・離乳の支援ガイド」の基本的考

え方

改定に当たっては、親子の個別性を尊重

するとともに、慣れない授乳及び離乳にお

いて生じる不安やトラブルに対し、母親等

の気持ちや感情を受けとめ、寄り添いを重

視した支援を促進するために、授乳及び離

乳を通じた育児支援の視点を重視し、取り



まとめがなされました。

3．改定のポイント

改定にあたっては、次の 4 つのポイントが示されました。

1 つ目は、授乳・離乳を取り巻く最新の科学的知見等を踏まえた適切な支援の充実についてで

す。具体的には食物アレルギーの予防や母乳の利点等の乳幼児の栄養管理等に関する最新の知見

を踏まえた支援の在り方や、新たに流通する乳児用液体ミルクに関する情報を記載しました。

2 つ目は授乳開始から授乳リズムの確立時期の支援内容の充実についてです。具体的には、母

親の不安に寄り添いつつ、母子の個別性に応じた支援により、授乳リズムを確立できるよう、子

育て世代包括支援センター等を活用した継続的な支援や情報提供を記載しました。

3 つ目は、食物アレルギー予防に関する支援の充実についてです。具体的には、従来のガイドで

は参考として記載していたものを、近年の食物アレルギー児の増加や科学的知見等を踏まえ、ア

レルゲンとなりうる食品の適切な摂取時期の提示や、医師の診断に基づいた授乳及び離乳の支援

について新たな項目として記載しました。

4 つ目は、妊娠期からの授乳・離乳等に関する情報提供の在り方についてです。具体的には、妊

婦健康診査や両親学級、3～4 か月児健康診査等の母子保健事業等を活用し、授乳方法や離乳開始

時期等、妊娠から離乳完了までの各時期に必要な情報を記載しました。

4．「授乳・離乳の支援ガイド」の構成

「授乳・離乳の支援ガイド」は、Ⅰ 授乳及び離乳に関する動向とⅡ 授乳及び離乳の支援の 35
ページ、参考資料の 18 ページから構成されており、本日はⅡ 授乳及び離乳の支援を中心に概要

を説明します。

「授乳・離乳の支援ガイド」（2019 年 3 月「授乳・離乳の支援ガイド」改定に関する研究会）

https://www.mhlw.go.jp/content/000497123.pdf

5．授乳及び離乳の支援に当たっての考え方

授乳及び離乳の支援に当たっては、産科施設や小児科施設、保健所・市町村保健センター、保

育所など多くの機関や、医師、助産師等看護職、管理栄養士等の様々な保健医療従事者が関わっ

ています。したがって、各々の機関における保健医療従事者が、授乳及び離乳に関する基本的情

報を共有し、連携することによって、妊娠期から子育て期まで継続的で一貫した支援を行うこと

ができ、母親等に混乱や不安を与えずに安心して授乳及び離乳が進められることになります。さ

らに社会全体で支援を進める環境づくりを推進することが必要です。

少子化が進行し、結婚した夫婦からの出生児数が 2 人に満たない状況や、児童のいない世帯が

増加している現状にあっては、成長過程において子育てを自然に学ぶ機会が少なく、多くの親に

とって、初めての育児、初めての授乳や離乳といったように全てが初めての体験であることが推

察されます。



また、授乳や離乳に関して学ぶ機会は、医療機関等や自治体の母子保健事業等のみでなく、近

年、育児雑誌やインターネットから情報を得ることが可能となってきました。一方、実際の育児

は、これまでに母親等が得た情報をもとに対応ができるものばかりではなく、我が子と関わりな

がら様々な方法を繰り返し試し、少しずつ慣れていくことで安心して対応できるようになります。

そうした過程で生じる不安やトラブルに対して、保健医療従事者が母親等の気持ちや感情を受

け止め、寄り添いながら適切な支援を行うことにより、母親等は対応方法を理解し実践すること

ができ、少しずつ自信が持てるようになってきます。

今回の改定では、こうした過程における課題への対応を、妊婦健康診査や両親学級、3～4 か月

児健康診査等の母子保健事業等を活用し、妊娠から離乳完了までの各時期に必要な情報を適切に

提供し、支援していくことの重要性について強調しています。また、母子保健事業等を活用した

授乳・離乳の支援の具体として、事例を示しました。さらに、地震や大雨など、災害が日常とな

る中で、災害時の授乳及び離乳に関する支援についても示すとともに、災害時の備えとして、昨

年 8 月に国内で製造・販売することが可能となった乳児用液体ミルクについてもコラムとして

扱っています。

6．授乳の支援に関する基本的考え方

授乳とは、乳汁を子どもに与えることです。授乳は子どもに栄養素等を与えるとともに、母子・

親子の絆を深め、子どもの心身の健やかな成長・発達を促す上で極めて重要です。授乳の支援に

当たっては、母乳や育児用ミルクといった乳汁の種類にかかわらず、母子の健康の維持とともに、

健やかな母子・親子関係の形成を促し、育児に自信をもたせることを基本とします。

平成 27 年乳幼児栄養調査の結果によると、妊

娠中に「ぜひ母乳で育てたいと思った」「母乳が出

れば母乳で育てたいと思った」と回答した母親が

9 割を超えていることから、母乳で育てたいと

思っている母親が無理せず自然に母乳育児に取

り組めるよう支援することは重要です。授乳の支

援に当たっては、母乳だけにこだわらず、必要に

応じて育児用ミルクを使う等、適切な支援を行う

ことが必要です。母子の健康等の理由から育児用

ミルクを選択する場合は、その決定を尊重すると

ともに母親の心の状態等に十分に配慮し、母親に

安心感を与えるような支援が必要です。

また、生後 1 年未満の乳児期は、1 年間で体重

が約 3 倍に成長する、人生で最も発育する時期で

す。発育の程度は個人差があるため、母乳が不足

しているかどうかについては、子どもの状態、個



性や体質、母親の状態や家庭環境等を考慮に入れたうえで、総合的に見極める必要があります。

こうした現状を踏まえ、授乳支援については、栄養方法毎に、授乳開始から授乳確立各段階に

おける支援内容の充実を図り、授乳等の支援のポイントとして示しました。

7. 離乳の支援に関する基本的考え方

離乳とは、成長に伴い、母乳又は育児用ミルク等の乳汁だけでは不足してくるエネルギーや栄

養素を補完するために、乳汁から幼児食に移行する過程をいい、その時に与えられる食事を離乳

食といいます。この間に子どもの摂食機能は、乳汁を吸うことから、食物をかみつぶして飲み込

むことへと発達します。摂取する食品の量や種類が徐々に増え、献立や調理の形態も変化してい

きます。また、摂食行動は次第に自立へと向かっていきます。さらに、地域の食文化、家庭の食

習慣等を考慮した無理のない離乳の進め方、離乳食の内容や量を、それぞれの子どもの状況にあ

わせて進めていくことが重要です。

一方、多くの親にとっては、初めて離乳食を準

備し、与え、子どもの反応をみながら進めること

を体験します。子どもの個性によって一人ひと

り、離乳食の進め方への反応も異なることから、

離乳を進める過程で数々の不安や課題を抱える

ことも予想されます。授乳期に続き、離乳期も母

子・親子関係の関係づくりの上で重要な時期にあ

たります。

離乳の支援に当たっては、子どもの健康を維持

し、成長・発達を促すよう支援するとともに、授

乳の支援と同様、健やかな母子、親子関係の形成

を促し、育児に自信がもてるような支援を基本と

します。

今回の改定に当たっては、子どもの食欲、摂食

行動、成長・発達パターン等、子どもにはそれぞ

れ個性があるので、画一的な進め方にならないよう留意することを強調するために、それぞれの

時期における子どもの食べ方や摂食機能の目安の記載を充実させました。

また、近年の食物アレルギー児の増加や、食物アレルギーに関する科学的知見の蓄積等を踏ま

え、食物アレルギー予防に関する支援の具体的内容を充実させました。

8. おわりに

授乳や離乳の支援に当たっては、一律の支援ではなく、親子の状態や個性、体質、家庭環境等

を総合的に判断し、一人ひとりの状況に応じた支援の重要性を強調しています。

個別の状況に応じた支援に当たっては、保健医療従事者の専門性の向上が求められます。



厚生労働省においては、母子保健指導者養成研修等を通して、本ガイドの啓発を行うことから、

積極的に参加をお願いします。

授乳及び離乳の支援については、既に母子保健事業等を通じて行われていますが、本ガイドを

活用することにより、保健医療従事者が授乳及び離乳への理解を深め、適切な支援がより一層広

がることを期待しています。

「小児科診療 UP-to-DATE」

http://medical.radionikkei.jp/uptodate/


